予算要求資料
平成２６年度当初予算　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：環境管理推進費
	事業名　ごみ減量化推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　環境生活部　廃棄物対策課　企画調査係　電話番号：058-272-1111（内2715）

　　　　　　　E-mail：c11225@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　855千円（前年度予算額：959千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	959
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	959

	要求額
	855
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	855

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　環境への負荷低減が図られた循環型社会の形成推進において、「３Ｒ」(リデュース、リュース、リサイクル)の推進は重要な課題のひとつである。
本県の１人１日あたりのごみ排出量(平成23年度)は959ｇで、全国平均(975ｇ)より低く、前年度との比較においては本県及び全国平均ともに横ばい状態(1ｇ減)である。一方、リサイクル率は21.3％であり、全国平均(20.4％)を上回っているものの、平成21年度実績(23.1％)からは減少となっている状況である。
家庭ごみの減量化及び循環型社会の推進を図るには、県民一人ひとりの意識向上が欠かせず、３Ｒについてはわかりやすい形で広く県民に普及啓発を進めていく必要がある。
（２）事業内容

　　・ごみ減量化・環境にやさしい買い物の普及啓発
　　・３Ｒ推進体験・見学ツアーメニューの作成・公表
　　・３Ｒ推進体験・見学モデルツアーの実施
（３）県負担・補助率の考え方

　　循環型社会の形成を図るため、市町村、民間団体及び企業と連携し、ごみ減量化、環境にやさしい買い物などの啓発活動を通じて３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）の県民への普及を引き続き図っていく必要がある。
（４）類似事業の有無　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	102
	職員業務旅費、モデルツアー講師費用弁償

	消耗品費等
	450
	イベント啓発物品費用、モデルツアー講座材料費、パンフレット代

	通信費
	35
	郵便代、電話代

	ﾊﾞｽ等使用料
	210
	モデルツアーバス借上料、講座会場借上料

	その他
	58
	モデルツアー講師謝礼他

	合計
	855
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
各種計画での位置づけ
・長期構想

Ⅳ－２　循環型社会づくりと、地球温暖化の防止に取り組む
　　　　　　　　・３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）を促進する
　　　　　　　　環境教育を進める

　　　　　　　　・親子で環境学習に取り組める機会を拡充する
　　・第２次岐阜県廃棄物処理計画

　　　　　　　　
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
循環型社会の形成を図るため、ごみ減量化に繋がる啓発活動を通じて３Ｒの県民への普及を引き続き実施していく。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	1人1日当たりのごみ排出量（岐阜県）
	－
	991g

（H21）
	960g

（H22）
	959g

（H23）
	933g（H30）
	97.3％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

(1)小型家電リサイクル推進セミナー開催(1回　８０人)
(2)再資源化処理施設の現地視察(2箇所　参加者　５２人)




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　上記啓発活動等により、平成23年度実績で岐阜県の1人1日あたりのごみ排出量は959gまで減少している。（1人1日あたりH18:1,060g、H24は集計中）

　　なお、平成25年度は新たに始まった小型家電リサイクル推進セミナーに８０人が、再資源化処理施設の現地視察には５２人が参加し、各市町村での制度への参加について検討された。環境省の実証実験には今年度新たに４市が参加し、本格実施への検討を進めることとなった。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　ごみの減量化を進めるため、３Ｒ（リユース、リデュース、リサイクル）のうち特に発生抑制（リデュース）に向けた取り組みを進める必要がある。
　平成２５年度は新たに始まった小型家電リサイクルについて市町村に先進事例の紹介などを行い、情報共有に努めた。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

◯

	最近5年間では、岐阜県の1人1日あたりのごみ排出量は減少(H18:1,060g→H23:959g)しており、県民の間でごみの減量化に対する気運が高まっていると推定される。



	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

◯

	　環境省が小型家電リサイクルの認定事業者を決定後に速やかにセミナー及び施設視察等により情報提供を行い、市町村の具体的な取組の参考にしてきた。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
新たに制定された小型家電リサイクル法では、市町村の分別回収実施や再資源化事業者への引き渡しは努力義務にとどまっている。

また、市町村のリサイクル実施に当たっては、新たなコスト負担や回収体制、再資源化事業者選定など課題が多いため、市町村の取組が停滞している。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

家庭ごみの減量化を図るには、県民一人ひとりの意識向上が欠かせず、市町村や市民団体と連携しながら継続的に普及啓発を進めていく必要がある。


